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フランスの教育改革と社会理論
【I】
第五共和制下のフランスでは、度重なる教育
改革にもかかわらず、教育機会の不平等は解決
されず、 1962年以降の「教育爆発」のもとで青
少年の閉睾感は強められ、 1968年5月の事件は
フランス社会の閉塞性を一挙に明るみに出した。
機会均等、とりわけ教育機会の均等をめぐる
問題はフランス社会学の伝統的な問題である。
エミール・デュルケムは社会の有機的連帯の基
本的条件としての社会的公正の必要を力説し、
社会的分業が有機的連帯の根拠となるために教
育が担う役割を特に強調した。彼によれば、教
育は、近代社会の普遍的法則としての社会的分
業に伴う分化と協同とへの適応能力を諸個人の
うちに育成し、個人が内的自発性によって選ぶ
戦業活動に専念できるように公正に組織されね
ばならなかった。しかし、第二次大戦後のフラ
ンスの教育社会学はフランスにおける教育機会
の著しい不平等の構造を明らかにしてきた。
1967年、『フランス社会学評論』は教育社会
学特集を組み、その序文でA・ジラールは、地
域間、階層間における教育機会の甚しい不平等
を指摘して、フランスの教育体系が公正と平等
からは遠いことを徹底的に批判する必要を強調
した。それ以後、フランスの教育体系を、構造
化された社会的不平等を「再生産」する役割を
担うものとして批判的に分析することがフラン
ス教育社会学の中心的問題となった。
ところで、この問題意識を主導したのはP・プ
ルデューとJ.C．パスロン、特に前者であった。彼
らは1964年の《Leshe riteurs》以来、その
ような問題意識に立って教育の社会学的研究を
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すすめてきた。彼らによれば、学校の教育作用
(action pedagogique)は教師と生徒とのコミ
ュニケーションをつうじて生徒に「文化的恣意」
をおしつける。というのは、教育内容としての
「文化」とは実は支配階級の「文化資本」であり、
学校はそれの継承を生徒に強制するからである。
そして、この文化的恣意の受容の水準によって、
教育の過程において、生徒たちの選抜と排除と
が行われる。教育作用は教師の教育活動
(travail pedagogique)によって具体化され、
教育活動は文化資本の受容の高度化と習慣化を
実現するために学習課題を組織する。教育は授
業をつうじて文化的コードを生徒に伝逹し、そ
のコードのメッセージの意味を生徒の内面に定
着させることをめざすが、その文化的コードと
それが体系化する情報とは「学校言語」をつう
じて伝達されるので、「学校言語」に縁遠い階層
の子弟は学校生活から脱落することになる。労
働者階級を中心とする下層の子弟にあっては、
その日常の言語生活が学校言語を受容するのに
重大な障碍となり、教師は学校言語に同化しな
い生徒を排除する。選抜と排除との公的機会は
試験であり、プログラム化された学習課題は試
験と結びついているからである。中等教育にお
ける複線型の課程の分化は、このような選抜と
排除の原理に立っている。したがって、教育体
系のヒエラルヒーは選抜と排除の体系そのもの
にほかならない。こうして、文化的コードの獲
得は学校以前の家族生活に規定され、高等教育
はプルジョワの子弟に独占され、他方、文化的
コードは下層階級の子弟には「障壁」として映
ずる。こうして、教育体系の全体は「教育の客
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観的機能と階級関係の構造」とを隠散しつつ、階
級的選別を行い、社会的不平等の「再生産」と
いう役割をはたす。そして、この社会的不平等
は中等教育において最も著しい。フランスの教
育体系は平等をクテマェとしながら、現実には
選抜と排除との結果としての「適者」をエリー
トとして選別する「才能のイデオロギー」に立
ち、そのイデオロギーを正当化するものであり、
才能とは「最も秘められた回路によって維持さ
れ、再生産された特権にほかならない。」
プルデュ＿とパスロンはフランスの教育体系
をこのように分析するが、彼らがフランス社会
の不平等構造を支えた要因の一つとしての教育
体系を告発し、社会構造への注目を喚起した意
味は決して小さくない。
C・ボー ドロとR・エスタプレの共同研究《L'
e cole capitaliste en France》(1971)は初
等教育のマルクス主義的分析である。彼らによ
れば、教育体系を貫く社会的再生産の機能は、中
等教育を検討するまでもなく、初等教育におけ
る複線化的コースにすでに顕著である。フラン
スの学校教育は初等教育で個人の運命の決定を
既成事実として児童に受け容れさせる。 P-P
(primaire - professionel) かS_ S 
(secondaire -supe rieur)かの振分けはCP（準
備課程＝小学校一年生）に根ざし、言語能力の
差異が落第による選別の根拠となる。 P-P、
s-sの分化は肉体労働一精神労働の分業体系を
反映し、その選別によって個人の社会において
占めるべき位置を基本的に決定する。したがっ
て、統一的義務教育体系はその内部に断絶の機
構を措置しており、プルデュー等のようにその
断絶を「文化資本」の蓄積の格差で説明するの
は、学校内部の矛盾を見逃すことである。学校
教育は児童の言語表現の多様性を「規範的言語
コード」によって抑圧し、話し言葉を沈黙させ、
民衆の子弟を「読字不能」に追い込み、この抑
圧をつうじて中等段階で生徒を決定的にP-Pと
s-sとに選別する。ボードロ、エスタプレによ
れば、教育体系は社会的「再生産」装置である
よりも、 L・アルチュセールの言う「資本主義国
家のイデオロギー装置」にほかならないのであ
る。彼らの理論は、教育を支配階級の階級意識
に還元する一種の「還元主義」的理論にとどま
る欠陥を免れず、大きな影響を与えるには至ら
なかったが、プルデュー、バスロンの「障壁理
論」はフランス教育社会の主流となった。しか
し、 70年代に入ると、彼らの「障壁理論」への
批判的修正が始まった。そして、この批判的修
正を主導したのはR・プードンである。
プードンは社会的不平等が経済的不平等を基
軸としてピラミッド構造をなしているという事
実から出発する。ところで、彼によれば、この
ピラミッド構造は産業化の進展や社会的上昇移
動の機会の開放にもかかわらず持続しつづけて
いる。この持続性こそ個人の意志に先立って個
人への地位、所得、威信、権力の配分の社会的
枠組を規定し、この不平等体系こそが個人の運
命の軌道を規定すると共に個人に期待と意志決
定との水準を形成させるのである。しかし、従
来の社会学的分析は個人の軌道の決定過程にお
ける諸条件を個々に独立した要因として抽象し、
機能的還元主義に陥った、とプードンはプルデ
ュー、パスロンの分析を批判する。彼によれば、
彼らの教育社会学的分析は社会的不平等を再生
産する要因として、教育の諸段階への接近の不
平等とそれの前提としての家族間の不平等とを
摘出したが、家族や「文化資本」の不平等が教
育への適応を分化させるにしても、そのことに
よって例えばリセの段階における学業成績の分
化を説明することは困難であり、その意味では
「文化資本」の影響力は決定的とは言えない。教
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育体系特に中等教育段階への接近にあたっては、
生徒の主観的な未来の可能性の考量に基づく意
志決定が問題の鍵であるが、その意志決定は出
身階層によってだけ規定されるのではなく、さ
まざまな要因によって規定され、特に一定の教
育水準の達成にたいする費用効果の考量が重要
である。 1962年以降の「教育爆発」はこのよう
な意志決定を抜いては説明できない。
教育体系を社会的不平等構造の再生産機構と
みなす分析を批判するプードンは、他方、教育
の民主化が必ずしも社会的不平等の変革をもた
らすのではないことを指摘する。「教育爆発」は
既成の教育体系の開放と結びついているし、産
業社会の発展は能力主義的業績原理の確立を要
求するが、能力主義は現実にはより高い教育水
準を特権化し、その水準を達成した集団は自己
を特権化する。したがって、教育爆発の基底に
ある上昇移動への期待は必ずしも充たされるわ
けではない。社会的不平等の体系は急速には変
らないし、社会的出身の特権を維持する力は容
易には弱まらないからである。こうして、大量
の人口による教育機会の追求は若い世代の幻滅
感を拡げ、それをますます深刻なものにする。
教育危機が尖鋭な問題となるのはそのためであ
る。 60年代には開かれた大学に大量の学生が流
入したが、フランスの大学は教員団の形成を目
的とした組織があって、現代社会に適応した多
様な教育を行うことができず、増大する学生の
要求に対応することができなかった。そして、
雇用市場の構造もまた高等教育修了者の供給量
の増大とは連動しなかった。その結果、高等教
育修了資格の平価切下げが生じて学生の集合的
不満を醸成し、 68年の危機が勃発したのである。
（プードンは、五月事件にかんして、学生反乱を
テクノクラティックな生産体系への人的資源供
給に対する反対とみなすA・トゥレーヌの見解
を現実から乖離した見解として批判している。）
こうして、プードンは教育体系を不平等の再
生産機構とみなすことが社会的移動の現実を歪
める結果をもたらすことを批判して、従来の社
会学の要因理論からマックス・ウェーバーの理
解社会学的立場に立つ「意志決定」理論への転
換を提唱し、「機会の不平等」の構造分析におけ
る体系的視座を確立した。そして、彼は、教育
の不平等の問題は「直接の社会経済的平等政策」
による以外には解決することができないという
見解に到達した。
【II]
1968年の五月事件の直後、文相として高等教
育の改革を行ったのはエドガー・フォールであ
った。フォールは五月事件の原因を「青年の危
機、社会の危機、精神生活（文明）の危機」に
あると見た。教育の民主化の不徹底がこれらの
危機を表面化せしめた、と彼は捉えた。彼によ
れば、青年の成熟の遅れを指摘する通念とは反
対に、青年は以前よりも早く成熟し、新しい文
化を要求しているにもかかわらず、社会構造が
従来のままであることにつよい危機を感じてい
る。技術社会または消費社会と呼ばれる現代社
会は、科学技術の著しい進歩によって、従来は
少数の特権階層によって独占されていた物資が
大量かつ安価に多数の人びとに提供され、消費
と生産との均衡が確立され、経済恐慌の宿命性
を克服する可能性が生じているにもかかわらず、
その可能性は民衆にとってはまだ十分には実現
されていない。民衆は「決定の自由」から疎外
されているからである。「人間が自らの人格を表
現し開花させるための正常な可能性、すなわち
人間の真の自由」を制限するものを「疎外」と
呼ぶならぼ1)、すでにさまざまな側面で疎外は克
服されたが、各人の属する政治的社会的経済的
組織の意志の形成と決定とへの自由な参加の欠
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如という疎外の克服こそ「我々の生きている時
代の内包する本質的な問題」である。そして、こ
の疎外の克服は政治的社会的経済的意志決定へ
の民衆の「参加」によってのみ解決される。現
代の技術社会を拒否することは非理性的であり、
疎外を受け入れることは人間の尊厳に反する叱
疎外を拒否し、かつ技術社会を受け容れる道は、
保障としての自由から「自由としての参加」に
進むほかない。法律的意味での形式的自由は今
日、自由の定義としてはもはや不十分であり、真
の自由は「自由としての参加」においてしか実
現しない。しかし、「参加」を実現するためには、
すべての人びと、とりわけ労働者たちが責任と
決定との能力、したがって高度の知的水準と-;--
般教養をもつことが必要である。人間の教育と
形成の問題こそ、現代社会がもつ可能性の実現
にとっては最も重要な問題である。ところが、
フランスでは古典的教養を高貴なものとみなし、
応用的な科学や技術を従属的な学問として軽視
する見解が支配的である。しかし、疎外を克服
する創造的な人間を形成するためには、科学と
技術こそ教育における優越な地位を占めるべき
であり、文化をエリートの独占物とみなす考え
方を克服するばかりでなく、すべての人に与え
られる知識の内容が疎外の道具にならないよう
にすることが何よりも重要である。そのために
は、科学と技術を重視するとともに、古典的教
養を追求するのではなく、それのメリットを活
かして、科学的、技術的教養と古典的教養とを
統一する新しい教養観の確立をめざさなければ
ならない。フォールは、このように新しい教養
観の必要を強調するとともに、生涯教育の確立
を提唱した。技術的進歩のもとでは、現代人は
職業を変える必要に直面するからである。
フォールは大学教育の改革を企てるにあたっ
て、大学の現状を分析し、フランスの高等教育
の真の問題は、文学部系 (33.6%）、法経学部系
(22%）、医薬学部系 (20%）、理学部系 (22.7
％）、技術系 (1.5%)という学生収容数の配分
の不均衡を改めることにあると考え、理学部系、
技術系の比率を少なくとも40％に引き上げよう
とした。(3)
彼はまた大学生人口のうちに労働者、農民の
子弟の占める比率がきわめて少ないことに配慮
して、教育制度の民主化の促進の必要を説き、進
学に際しての排除的選別の方法としての競争試
験の制度を改革することに力を注いだ。彼によ
れば、競争試験は選別という人の心を深く傷つ
けるものであるばかりでなく、すでに「保存の
社会」を脱却して「向上の社会」となった現代
社会に反するものである。競争試験と資格認定
とは厳密に区別すぺきであり、資格認定のため
の試験は知識のストックを測るものではなく、
適性指導制度の一環として志願者が自らの資格
を形成するのを援助するものでなければならな
い。フォールはさらに、家庭で知的文化的対話
の機会をもたない下層出身の学生たちのために、
大学の講義に対話を採り入れ、あるいはアメリ
力における＜トレーニング、グループ＞を参考
にするなど教育方法を検討する必要をも訴えた。
フォール改革は国民議会を通過したが、彼の
競争試験批判や参加の哲学は議会ではげしい抵
抗を受けたし、改革の一つの眼目であった大学
運営への学生参加は大学側の抵抗によって実施
されているとは言いがたい。
フォールは文相に就任したとき、中等教育段
階の全生徒に共通課程を設け、リセにおける古
典語（ラテン語、ギリシア語）の授業開始をお
くらせ、他方、技術教育を中等教育に導入し、職
業教育と一般教育とを結びつけて、教育の現代
化をはかる構想を示し、またリセ入試の改革を
意図し、各人の心理的適性を確かめ、能力を開
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発したのちに行われる進路指導によって排除的
選別を改めようと企てが、それらの構想は内閣
の総辞職によって実現しなかった。大学改革を
ふくめて、彼の教育改革案は、彼自身の「参加」
の哲学に基づくものではあるが、それはプルデ
ュー、パスロンを中心とする教育社会学的研究
による教育制度批判を受け止めて、それに応え
ようとする意昧をももっていたように思われる。
1975年、ジスカールデスタン大統領のもと
で、文相ルネ・アビによる「教育制度の現代化
のための提案」が国民議会を通過して、初等中
等教育の改革のための「教育基本法」が成立し
た。アビ改革は第五共和制のもとでの度重なる
教育改革のいわば総仕上げともいうべき意味を
もっている。
アビは改革の原理として、①自由社会のシト
ワイヤンの形成、②すべての青少年に人格的お
よび職業的という二重の教育を与え、各人の、世
界を理解し判断し変化させる能力と経済生活に
能動的に参加する個性的能力とを「教養」とし
て統一させること、③すべての者の機会均等を
実現し、正義の原理を確立すること、をかかげ、
その原理に立って、就学前教育の普及、中学校
の一本化と高等学校の統合、障害児の統合教育、
基礎教育を保障する学校組織の弾力化と適正規
模を実現した。これによって、親の社会的地位
や地域差にかかわりなく、就学前児童のほとん
どが幼稚園の教育を受けるようになり、小学校
CPにおける大量の落第をかなり緩和することが
できることになった。 59年の改革によって義
務教育年限が二年延長され、六オから十六オま
での十一年間となり (67年完全実施）、 64年の
フーシェ改革によって、コレージュの統合が行
われ、複線型三コース別が布かれていたが、ア
ビ改革によって、コレージュのコース制は廃止
され、四年制の前期中等学校＝中学校が実現し、
リセは統合され、それに職業教育リセが加えら
れ、すぺて後期中等学校＝高等学校となり、ニ
種の高等学校間の転校も可能となった。障害児
は健常児と同じ学校で学ぶことができるように
なり、また、一学級は25名を限度とすること
が定められた。そして、 69年のギシャール改革
における「三区分教授法」、 73年のフォンタネ
改革における「10％教授法」が改めて確立され
るとともに、手工、技術教育が教養の主要部分
に位置づけられ、二十一世紀の社会に備える人
間形成がめざされ、技術社会への対応と進路指
導との円滑な結合のための配慮が払われること
になった。また、「新教育」運動における「活動
主義的」教育方法が採り入れられ、個別的、集
団的学習の併用がめざされた。さらに、学校経
営における三者（教師、生徒、父母地域代表）の
参加が学校共同体として正式に公認された。
アビ改革はフォールの高等教育改革とかなり
よく対応していると思われるし、フォールが構
想していた初等中等教育改革とほぼ同じ方向に
あり、しかもフォールの構想よりもいっそう具
体的に、社会的不平等の「再生産」機構として
教育社会学によって告発されたフランス教育体
系の克服の方向に近づいているように思われる。
しかし、この改革が小学校における早進課程と
遅進課程との弾力的運営を許している点には、
「選別主義」の要素を残しているとして批判され
る余地を残していると言えるだろう。アビ改革
を支える社会理論について私は審やかではない
が、彼の抱懐する社会思想はフォールのそれと
同じではないとしても、かなり近いものである
ように思われる。(4)
【m】
1981年、ミッテランが大統領となり、モロワ
内閣が成立すると、それまでの中道政権よりも
社会的不平等の克服の方向がつよめられはした
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が、教育にかんしてはただちにドラスティック
な政策がとられたわけではない。サヴァリ文相
は、教育優先地域を設定して、その地域内の教
育の充実をはかり、都市周辺の労働者居住区、農
村、外国からの移住者居住区の教育条件の改善
につとめ、教育機会の均等の実現に力を入れた
が、特にENA（国立行政学院）を中心とする
怠何哭挙の改革に着手した。フランスの高等教
育はエリート的高等教育としての専門大学とマ
ス的高等教育としての大学との複線型をなして
いるが、フォール改革も専門大学の改革には手
をつけなかった。しかし、専門大学の民主化を
放置するかぎり、大学の開放は経済的不平等の
緩和という効果を生ずることができず、かえっ
て専門大学と大学との格差をつよめるばかりだ
からである。フランスの大学は高度の専門教育
よりも古典的教養に傾き、自己改革能力が乏し
く、現代社会の要求に応ずることができず、か
えって学生たちのアイデンティの危機をもたら
したが、ナポレオン時代に起源をもつ専門大学
は高度の職業専門教育をとおして、国家的忠誠、
規律と連帯、職業的能力を培い、フランス社会
の指導的人材を養成し、職業構造における最重
要ポストに人材を供給することを目的としてき
ただけに、教育爆発以降はますますエリート主
義の牙城として、上層階級子弟の志向目標とな
っていた。サヴァリの専門大学改革は、ここで
もドラスティックな方法によらず、機会均等と
民主化の漸進的な形をとったが、改革にたいす
る反対は与党内でさえ根づよく、その過程は決
して平坦ではない。しかし、この改革はエリー
卜養成機関の民主化として画期的意義をもって
いるし、特にENAの改革は国家公務員制度その
ものの改革ともつながっている。
だが、ミッテランのもとでは、アヒ古噂；より
もさらに進んだ教育の準備がすすめられた。
1982年にはサヴァリ文相の委嘱をうけて、教師
教育にかんする改革についてのプレッテイ報告
が提出され、同じ年には中学校の改革にかんす
るルグラン報告も提出されたし、翌83年にはプ
ロストによって高等学校改革案の報告書が、そ
して小学校教育にかんするファプレ報告が提出
された。そのほかに、教育状況にかんする研究
の報告がジゥミナールによって、教育内容につ
いては歴史・地理教育にかんするジロー報告が
サヴァリに提出された。また、家族省には幼児
教育にかんする報告書が83年に提出された。さ
らにミッテラン大統領自身がコレージュ・ド・フ
ランスに教育改革にかんする提言を求め、 85年
には「将来の教育についての提言」が大統領に
答申された。この「提言」をまとめたのは、フ
ランス教育のはたす社会的不平等再生産機能も
鋭く析出したプルデューであった。
こうしてサヴァリのもとで教育改革案が準備
されていたが、私立学校公立化の法案が二度に
わたって撤回を余儀なくされ、モロワ内閣が総
辞職し、ファビウス内閣が成立するとサヴァリ
に代ってシュヴェーヌマンが文相に就任した。
シュヴェーヌマンは、アビ改革が重視した活動
主義的教育法と結びついた小学校における「目
ざまし活動の領域」を解体して、旧来の教科を
細分し、「基礎学力」を重視する方針をとった。
「まづ初等教育における基礎的な学習、知識の獲
得を確実なものにし、ついで『成功をおさめる
中学校』をうち立てることによって、すべての
青少年に良質の基礎教育を与えること、技術教
育のもつ価値を再評価し、学校を企業に近づけ
ることによって、学校を現代化の尖兵とするこ
と、フランスが必要とする数多くのエリートを
与えること、これによってこそ経済戦争に勝ち
抜くことができる」と彼は述ぺている。基礎学
カの重視は高度化する産業社会への適応のため
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に高度の能力をもった人間を形成するという面
から発想されているが、そこには国際的経済競
争におけるフランスの立遅れにつよい危機感を
もち、その遅れを克服するために、教育を経済
政策に従属させて、エリートの養成をめざすと
いう側面がつよく現われている。このことは、
ミッテラン政権の右傾化に根ざしてはいるが、
シェヴェーヌマンが教育の反動化をめざしたこ
とを意味すると短絡的に解することはできまい。
彼の政策は、リセヘの進学率を高め、リセにお
ける職業教育を充実することをめざすとともに、
職業教育リセでもバカロレア取得を可能にする
という方針とも結びついているからである叫
モロワ内閣、ファビウス内閣のもとですすめ
られた教育改革の準備は、研究者、教員組合、教
員研究団体、父母の団体などをも含めて、教育
の歴史と現状との分析のうえに立ち、改革の方
向を探った報告書（さきに挙げた）にもとづき、
改革の原則を立てて、国や地方の委員会で討議
された改革案を県または学校のレベルまでおろ
して、教師、父母、生徒を含む国民の声を反映
させるという方法をとって練りあげられていっ
た。しかし、 1986年の国民議会選挙の結果、フ
ランス民主連合を中心とする保守勢力が勝利し
てシラク内閣が成立し、その教育改革計画は宙
に浮いたままになっている。
フォール改革およびアビ改革からサヴァリお
よびシュヴェーヌマンの教育政策までを検討し
てみると、教育を現代社会すなわち技術社会の
要求に適応させることにつとめながら、他方、教
育の制度においても内容においても社会的不平
等の弊害を克服する方向に近づくことをめざし、
この二つの要求を調和させようと苦心している
ことを見てとることができる。教育の機会均等
を形式的にだけでなく、教育の内容においても
方法においても具体的に実現するということは、
現代の最も重要な課題の一つであるからである。
注1 フォールはその著書 (L'ame du 
combat)において、ヘーゲルおよびマル
クスの「疎外」の概念を批判して、自らの
「疎外」の概念を形成しているが、彼のヘー
ゲルおよびマルクス批判は、存在論的な深
みにまでは及んでいないし、必ずしも正確
ではない。当時「疎外」はマルクス主義に
おけるは流行概念であり、マルクス主義以
外にも広い影響を与えていたので、フォー
ルはそれとの対決をめざすと共に、自分独
自の「疎外」概念を形成したのであろう。
注2 フォールはその著書（注l参照）におい
て、 H・マルクー ゼ、 H・ルフェー プル、 A・
トゥレーヌの現代社会（技術社会、大衆社
会）批判をおこない、とくにマルクーゼの
技術社会批判を斥けている。
注3 各学部系の学生の比率は 1967年のもの
である。フォールの著書 (Philosophied' 
une reforme)に拠る。
注4 本稿を書くまでにアビの著書 (Combat
pour Jes jeunes Francais)を入手でき
なかったからである。
注5 シェヴェーヌマンの「基礎学力」の把え
方は大いに検討の余地があるが、ここでは
その点に触れる余裕がない。
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